


　地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和４年度伊予市下水道

事業会計決算について審査したので、その結果について次のとおり意見を提出します。

　伊予市長　 様

伊予市監査委員報告第６号

令 和 5 年 8 月 25 日

伊予市監査委員　 森　本　　　明

　  伊予市監査委員　 谷　本　勝　俊

伊予市下水道事業会計決算審査意見について

武　智　邦　典





令和４年度伊予市下水道事業会計決算

令和５年５月３１日から令和５年６月２８日まで

の経営内容を把握するため経営成績及び財政状態の分析により、経営の本旨とする経済性

下水道事業会計決算審査意見書

審査の対象

審査の期間

審査の方法

　決算審査に当たっては、提出された決算報告書・財務諸表・決算附属書類が適正に表示

され、かつ正確に記録されているか否かについて証拠書類等と照合するとともに、本事業

状態を適正に表示しているものと認められた。

審査の結果

の発揮及び公共の福祉の増進に努めているか否かを総合的に検討し審査した。

　審査に付された決算報告書・財務諸表・決算附属書類は、地方公営企業法その他関係法

令に準拠して作成されており、かつ決算の計数は正確で、下水道事業の経営成績及び財政
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　表中の有収水量とは、下水処理場で処理した全汚水量のうち、料金対象となって使用された

水量のことで、有収率はその度合いをいう。           

　近年の節水家電製品の普及や節水意識の高揚により水利用が減少傾向にあると考えられ、年

間処理水量は、1,589,109 ㎥で前年度に比べ 2,877 ㎥（0.18％）減少している。年間有収水量は、

1,540,624 ㎥で前年度に比べ 6,591 ㎥（0.43％）増加となった。           

　有収率については 96.9％で前年より 0.2 ポイント増加している。           



－ ３ －

　使用料単価及び汚水処理原価は、上記のとおりである。         

          

①　使用料単価について         

　　下水道使用料は、235,786 千円で、使用料単価は㎥当たり 153.05 円である。         

         

②　汚水処理費用について         

　　汚水処理費用は、246,209 千円で、汚水処理原価は㎥当たり 159.81 円である。         

         

　　以上の結果、㎥当たりの差損は 6.76 円となっている。         



－ ４ －

　下水道事業収益的収入は、予算現額 831,946,000 円に対し、決算額 850,013,014 円、収入率 102.2%       

である。その主なものは、営業外収益 513,504,643 円（構成比 60.4％）である。       

　下水道事業収益的支出は、予算現額 831,946,000 円に対し、決算額 786,361,016 円、執行率 94.5%

となっており、その主なものは、営業費用 714,830,024 円（構成比 90.9％）である。       

　予算額に対する不用額 45,584,984 円のうち、26,725,976 円は営業費用の減少によるものであり、営

業費用 は処理場費、総係費、ポンプ場費など全般にわたって予算額を下回った。       

             



　資本的収入は、予算現額 395,239,000 円に対し、決算額 392,529,230 円、収入率 99.3％である。       

　資本的支出は、予算現額 618,266,000 円に対し、決算額 609,304,736 円、執行率 98.6％となっている。       

　収支の決算で資本的収支において不足する額 216,775,506 円は、当年度分消費税及び地方消費税資       

本的収支調整額 3,501,594 円及び過年度分損益勘定留保資金 39,117,669 円並びに当年度分損益勘定留

保資金 174,156,243 円で補てんされている。       

－ ５ －



－ ６ －

１

２



－ ７ －

３

４

５

６

７



－ ８ －

　　・未収金14,289,271円の内訳は

　公共下水道使用料(現年度分） 9,841,730 円

　公共下水道使用料(過年度分） 997,281 円

　特定環境保全公共下水道使用料(現年度分） 587,860 円

　特定環境保全公共下水道使用料(過年度分） 62,170 円

　下水道事業受益者負担金(現年度分） 79,730 円

　下水道事業受益者負担金(過年度分） 49,800 円

　下水道事業区域外流入分担金 1,001,000円

　令和４年度消費税及び地方消費税 1,660,700円
　電柱敷地占有料 9,000円

　未収金合計 14,289,271 円

　　　　

　（都下委）第19号　下水道事業会計アドバイザリ業務委託料 495,000 円

　起債管理システム保守業務委託料（3月分） 11,649円
　（下水修）第18号　下水浄化センター汚泥脱水用エアドライヤー取替工事代金 352,000 円

　３月分伊予市下水浄化センター汚泥処理及び運搬業務委託料 1,219,240円
　（都下委）第９号　3月分伊予市下水浄化センター脱水汚泥処分業務委託料 440,000 円
　（都下委）第10号　3月分伊予市下水浄化センター脱水汚泥運搬業務委託料（その1） 127,600 円
　（都下委）第11号　3月分伊予市下水浄化センター脱水汚泥運搬業務委託料（その2） 231,000 円
　（都下委）第12号　3月分伊予市下水浄化センター脱水汚泥運搬業務委託料（その3） 52,800円

　　　　内容は、現金預金278,639,968円で、前年度より75,559,967円（37.21％）、未収金14,289,271円は、

　　　　資産合計は、13,397,951,522円となり、前年度より252,159,559円（1.85%）減少している。

　　・未払金54,077,606円の内訳は

　　　　前年度より1,935,900円（15.67%）増加している。

　　　２　流動資産は、総額292,693,939円で、前年度より76,465,767円（35.36%）増加している。主な

　　　３　固定負債は、総額3,384,243,079円で、前年度より428,816,827円（11.25%）減少している。主

　　　　なものは、企業債3,337,808,183円で、1年以内に返済期限が到来するものを除いた債務である。

　　　　ものは、企業債496,091,722円で、1年以内に返済期限が到来する債務である。

　　　４　流動負債は、総額573,779,740円で、前年度より26,812,363円（4.46％）減少している。主な

⑴　財　政　の　概　況

　　　１　固定資産は、総額13,105,257,583円で、前年度より328,625,326円（2.45％）減少している。

　　　　度より265,556,952円（2.85％）減少、機械及び装置1,110,048,433円で、前年度より89,494,071円

　　　　（7.46％）減少している。

　　　　当年度の固定資産は、有形固定資産のみである。主なものは、構築物9,046,106,056円で、前年

　　 令和４年度の財政状況は、貸借対照表に表示のとおりである。



（下水委）第23号　公共下水道事業見直し業務委託料 15,220,000 円
（都下委）第13号　伊予市下水浄化センター等包括管理業務委託料（令和4年度） 17,159,629 円

月まとめ料金電信本人払込み（３月分） 17,840円

口座振替手数料（令和4年10月～令和5年3月分） 117,422 円

下水浄化センターシーケンサ設備の取得にかかる消費税 2,607,600円

3月分電話料金（梢川ポンプ場ほか） 8,124円

3月分コピー料金 18,950 円

（下水委）第30号　下吾川地区都市下水路清掃業務委託料 374,000 円

3月分ガソリン代金 4,944円

3月分電気料金（梢川ポンプ場ほか） 325,671 円

令和4年度　梢川ポンプ場管理業務委託料 4,696,000円

令和4年度　安広・大谷ポンプ場管理業務委託料 5,870,000円

令和３年度から令和５年度までの長期協定 1,582,000円

（都下委）第18号　梢川雨水ポンプ場保守点検業務委託料 286,000 円

（都下委）第16号　大谷雨水ポンプ場保守点検業務委託料 492,800 円

（都下委）第17号　安広雨水ポンプ場保守点検業務委託料 456,500 円

下水道事業会計システム保守業務委託料（3月分） 23,551 円

下水道事業会計システムデータセンタ利用業務委託料（3月分） 26,730 円

３月分中山町浄化センター汚泥処理及び運搬業務委託料 93,720 円

３月分後納郵便料金 3,347円
（都下委）第13号　伊予市下水浄化センター等包括管理業務委託料（令和4年度） 547,984円

３月分後納郵便料金（返信分） 104円

（下水）第15号　上吾川地区（その2）公共ます設置工事代金 957,000円

下水浄化センターシーケンサ設備賃貸借料（3月分） 258,401円

未払金合計 54,077,606 円

　　資産合計と合致している。

　　６　資本金は、総額2,314,831,895円となり、前年度より310,239,000円（15.48％）増加している。

　　７　剰余金は、総額1,387,790,958円となり、前年度より58,574,201円（4.41％）増加している。

　　５　繰延収益は、総額5,737,305,850円となり、前年度より165,343,570円（2.80％）減少している。

　　　負債合計は、9,695,328,669円となり、前年度より620,972,760円（6.02％）減少している。

      　・　利益剰余金は、減債積立金が15,000,000円、利益積立金が15,000,000円、建設改良積立金

　　　資本合計は、3,702,622,853円となり、前年度より368,813,201円（11.06％）増加している。

　　　負債及び資本の合計は、13,397,951,522円（前年度より252,159,559円、1.85％減少）となり、

　　　　が15,000,000円、当年度未処分利益剰余金が13,574,201円（22.17％）それぞれ増加している。
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営業収益 （313,018,176 円）
営業費用 （694,066,257 円）

営業収益（313,018,176 円）＋営業外収益（513,502,942 円）
営業費用（694,066,257 円）＋営業外費用（ 73,768,265 円）

総収益 （826,521,118 円）
総費用 （767,946,917 円）

　　ウ　総収支比率

 × 100　＝ 107.6

　　　※　標準比率は、100以上であること。

（前年度　107.9）

　　　　　

⑵　経 営 分 析

　　ア　営業収支比率

 × 100　＝ 45.1

　　　※　営業活動の効率の度合いを示すもので、その比率は100を超え大きいほど良好とさ
　　　　　れている。

　　イ　経常収支比率

×100＝ 107.6

　　　※　経常的な収益と費用との度合いを示すもので、その比率は100を超え大きいほど良
　　　　　好とされている。

（前年度　107.9）

（前年度　46.1）

⑴　経 営 の 概 況

　　令和４年度の経営状況は、損益計算書の表示のとおりである。            
            
　　１　営業収益は、総額313,018,176円で、前年度より3,948,807円（1.25％）減少している。            
　　２　営業費用は、総額694,066,257円で、前年度より6,754,565円（0.98％）増加している。
　　　このうち主なものは、減価償却費446,566,829円で前年度より1,561,985円減少、次に処理
　　　場費169,320,455円で前年度より2,110,795円増加している。            
　　　・ 営業損失は、381,048,081円となり、前年度より10,703,372円（2.89％）増加している。            
　　３　営業外収益は、総額513,502,942円で、前年度より3,875,724円（0.75％）減少している。            
　　４　営業外費用は、総額73,768,265円で、前年度より11,864,963円（13.86％）減少している。            
　　 　・　経常利益（営業損失から営業外収支差額を差引いた額）は、58,686,596円となり、
　　　　　前年度より2,714,133円（4.42％）減少している。            
　　　 ・　その結果、経常利益58,686,596円から特別損失112,395円を差し引いた当年度純利益
　　　　　は58,574,201円となる。            
　　 　・　当年度未処分利益剰余金74,793,875円については、減債積立金に25,057,593円、建設
　　　　　改良積立金に25,000,000円をそれぞれ積み立て、残金24,736,282円を翌年度繰越利益
　　　　　剰余金として、繰越される予定である。            
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５　む　す　び

　以上、令和４年度下水道事業会計の決算審査を行った結果の概要である。

　審査結果については、計数の正確さはもとより、諸帳簿等関係書類もよく整備されていた。

　下水道事業会計は、令和２年度から地方公営企業法に基づく公営企業会計に移行した。こ

れにより、現金支出を伴わないコストや資産・負債の状況を把握できることになり、経営成

績や財政状態をより正確に評価・判断できるほか、経営の透明性も増すこととなった。

　令和４年度の経営成績では、58,574,201円の純利益を計上しているが、前年度より2,645,473

円（4.32％）減少している。その結果として、営業収支比率は減少（対前年度比 1.0 ポイント）、

経常収支比率も減少（対前年度比 0.3 ポイント）しており、収益率は低下している。

　また、一般会計から 77,216,581円の雨水処理負担金と 280,520,419円の補助金を繰り入れて

おり、独立採算制を原則とする公営企業としての経営の現況は良好とは言い難く、今後は

「伊予市下水道事業経営戦略」を基本としつつ、中長期的財政状況を正確に把握するなど、

一層の経営の健全・合理化を推進されたい。

　下水道使用料にかかる未収金については、本年度は 10,839,011 円で、前年度と比較すると

745,720 円（6.4％）減少している。現年度分については、その大半が年度末（３月）調定に

よる未収金であるが、過年度分は逐年累計で増加していることから、引き続き、財源確保及

び負担の公平性の観点から、更なる使用料未納の発生抑止及び早期回収に尽くされたい。

　施設老朽化に対しては、令和３年度に策定した「下水道ストックマネジメント計画」に基

づき、今年度は、雨水ポンプ場などの老朽施設の改築実施計画を行うなど、長期的な視点で

下水道施設全体を調査・管理し、経営の安定化に努めることを期待する。

　近年の市民の節水意識向上は非常に望ましいところであるが、人口減少等に起因して有収

水量の大幅な増加は見込めない状況にあり、また、企業債の償還や施設老朽化対策及び維持

管理に多大な費用負担が必要となることから、厳しい経営状態であるが、今後はさらに、危

機管理体制の強化、経営の合理化にも積極的に取り組み、市民サービスの向上や経営基盤強

化を図るよう望むものである。
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